
 1 / 4 

令和 5年度第 1回日本スポーツ少年団常任委員会 

議事録 

 

日時：令和 5年 4月 21日（金） 14時 00分～16時 00分 

会場：JAPAN SPORT OLYMPIC SQUARE 12階 JSPO大会議室「スタジアム」 

※オンライン併用 

出席者：泉本部長、遠藤副本部長、大西副本部長、萩原副本部長、生島、江渡、安倍、横井、宮﨑、 

園田、延原、山﨑、永野、伊藤、富田、佐藤、望月、真砂、小山、工藤、河内の各常任委員 

計 21名 

＜委任＞原常任委員 計 1名 

＜オブザーバー＞森岡専務理事 

＜事務局＞菊地地域スポーツ推進部長、金谷課長（運営担当）、渡部課長（事業担当）、 

他少年団課課員 9名 

 

構成員の 2分の 1以上の出席【総数 22名のうち出席 22名(委任含む)】により会議成立。 

（「日本スポーツ少年団設置規程」第 18条第 3項） 

日本スポーツ少年団設置規程第 18条第 2項により、泉本部長を議長として議事に入った。 

 

■議案 

1. 日本スポーツ少年団次期常任委員（学識経験者）候補者について 

本年 6 月の役員改選に伴う、学識経験者からの次期常任委員選出について、日本スポーツ

少年団設置規程第 11 条第 2 項に基づき本部長が委嘱することができる旨を説明し、その人選

を本部長に一任とすることを諮り、これを承認。 

地域区分（ブロック）ごとに選出する常任委員は、学識経験者からの常任委員と併せ、6月 3日

開催予定の令和 5年度第 1回委員総会で選出され、その任期は 6月 23日開催予定の当協会

令和 5 年度定時評議員会終結時から令和 7 年度定時評議員会終結時までの 2 年間となること

を確認。 

 

2. 日本スポーツ少年団次期専門部会及びプロジェクト等の編成について 

本年 6月の役員改選に伴う「指導育成」「広報普及」「活動開発」の 3専門部会について、日本

スポーツ少年団設置規程第 20 条に基づき設置すること、それぞれの部会の編成について、部

会長は常任委員、部会員は日本スポーツ少年団講師、都道府県スポーツ少年団役職員、日本

スポーツ少年団指導者協議会運営委員および学識経験者で編成する旨を説明し、その人選を

本部長に一任することを諮り、これを承認。 

また、プロジェクト等は、従来から設置されているものを含め、以下のとおり設置すること、併せ

て、設置するプロジェクト等の人選および今後重点的に対応すべき事案が生じ、新たなプロジェ

クト等を設置する必要がある場合には、その設置と人選を本部長に一任することを諮り、これを承

認。 

 

＜設置するプロジェクト等＞ 

（1）ジュニア・ユーススポーツ推進プロジェクト （2）アクションプラン実行ワーキンググループ 

（3）リーダー養成ワーキンググループ  （4）登録システム検討ワーキンググループ 

（5）再教育プログラム審査会 
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3. 第 50回日独スポーツ少年団同時交流（派遣）日本団団長団について 

本交流における日本団の団長団について、日本スポーツ少年団副本部長／山形県スポーツ

少年団本部長の遠藤啓一氏を団長に、大阪府スポーツ少年団の大久保香織氏を総務に、当協

会地域スポーツ推進部少年団課課長補佐の佐藤慎也を庶務としてそれぞれ決定することを諮り、

これを承認。 

なお、日本団の編成については、団員 52名、引率指導者 9名、合計 61名（団長団除く）を参

加者として決定し、引き続き追加派遣者の募集を行っていることを併せて報告。 

 

■報告事項 

1． 令和 4年度第 5回日本スポーツ少年団常任委員会および第 2回委員総会の議事録について 

議長から資料のとおり議事録を作成したことを報告。 

 

2． 〔令和 4年度〕第 45回全国スポーツ少年団剣道交流大会および 

第 20回全国スポーツ少年団バレーボール交流大会の終了について 

本年 3 月末に新潟県で開催した剣道交流大会および静岡県で開催したバレーボール交流大

会は、両大会とも 4 年ぶりの開催となったが、開催県スポーツ少年団、競技団体および関係団体

の協力を得て、感染防止対策を講じた上で実施し、新型コロナウイルスによる体調不良者や大き

な怪我もなく、無事終了したことを報告。 

 

3． 第 61回全国スポーツ少年大会について 

本大会開催に向け、令和 5 年 4 月 14 日に兵庫県において開催された第 1 回実行委員会総

会において、開催要項および日程等が承認されたこと、併せて、同要項等（日程含む）の細部が

変更となる場合は、実行委員会委員長に一任することが承認されたことを報告。 

本大会の実施にあたっては、今後の新型コロナウイルス感染症に対する政府の方針等を踏ま

えつつ、三密の回避・手指消毒・換気といった点に留意して開催することを報告。 

 

4． 第 45回全国スポーツ少年団軟式野球交流大会について 

本交流大会開催に向けた第 1 回実行委員会総会を、令和 5 年 4 月 27 日に千葉県で開催す

る予定としており、同総会において、開催要項案および大会日程案の概要について諮るとともに、

関係機関等との最終調整を経て、同要項等（日程含む）の細部が変更となる場合は、実行委員

会委員長に一任いただくことを併せて諮る予定である旨を報告。 

本交流大会の実施にあたっては、今後の新型コロナウイルス感染症に対する政府の方針等を

踏まえつつ、三密の回避・手指消毒・換気といった点に留意して開催することを報告。 

 

5． 令和 5年度スポーツ少年団活性化事業について 

スポーツ少年団が抱える課題への対応を速やかに実現するための支援策として、令和 5 年度

も都道府県スポーツ少年団のさらなる活性化に向けた同事業を継続することとし、公立中学校に

おいて部活動改革が本格化することとなっている状況に鑑み、「学校運動部活動改革に関連し

中学生・高校生の加入を促進する事業」を対象に交付金を都道府県スポーツ少年団へ交付する

ことを報告。 
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6． 2023年日中青少年スポーツ交流（受入）の中止について 

令和 5 年 8 月に実施予定としていた本交流について、新型コロナウイルス感染症の影響を踏

まえ、交流先である中華全国体育総会と協議した結果、中止することが決定したことを報告。 

 

7． 令和 4年度日本スポーツ少年団顕彰の終了について 

令和 4 年度日本スポーツ少年団顕彰について、16 都道県計 26 名の退任者に対して感謝状

が贈呈されたことを報告。 

 

8． JSPO登録者等処分規程等に基づく処分（少年団関係）について 

JSPO 登録者等処分規程等に基づき行った少年団登録者の処分について、以下のとおり報告。 

№ 登録状況 性別 
処分対象となる遵守事項 

の違反にかかる事実 
処分の内容 

1 
バレーボールコーチ 1 

／スポーツ少年団指導者 
男性 暴力 活動停止 6か月 

＜質問・意見等＞ 

・ 暴力根絶宣言から 10 年が経つ節目の年ということもあり、暴力や暴言・ハラスメントの根絶に向

けて、日本スポーツ少年団としての取組を今年度中に是非実施してほしい。（望月委員） 

・ 取組内容をしっかり検討し、対応していきたい。（泉本部長） 

 

9． ブロック報告について 

特になし。 

 

10． その他 

・ 令和 4年度ミズノスポーツメントール賞 

令和 5 年 3 月 7 日に開催された公益財団法人ミズノスポーツ振興財団の選考委員会にお

いて、優れた指導者を表彰する 2022年度ミズノスポーツメントール賞の受賞者が決定し、当協

会から推薦した候補者の 6名、1グループがそれぞれ受賞した旨を報告。 

・ 令和 5年度日本スポーツ少年団会議の開催日程 

令和 5年度の日本スポーツ少年団常任委員会および委員総会の会議日程を報告。 

・ JSPO中期計画 2023-2027 

当協会における 2023 年から 2027 年の 5 カ年の中期計画を令和 5 年 3 月に策定したこと

を報告。 

・ 総合型地域スポーツクラブ育成プラン 2023-2027 

JSPO 地域スポーツクラブ育成委員会において、2023 年から 2027 年の 5 年間に取り組む

施策をとりまとめたアクションプランを策定したことを報告。 

・ 令和 5年度日本スポーツ協会事務局機構及び職員の配置 

事務局から令和 5年度の事務局機構および職員の配置について報告。 
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＜質問・意見等＞ 

・ 先般の全国スポーツ少年団大会の開催基準要項改定において、大会に出場するために学校長

の許可を得ることを必須としなくなったことに対して、団員が大会に参加することを学校側に通知

する方法を検討して欲しいと伝えていた。しかし、現在の開催要項等にはそのような記載はない

がどのように対応されているか。（延原委員） 

・ 各都道府県に対して学校に提出するための通知文のひな型を送付している。都道府県の判断

で不要と判断した場合は送付されないため、状況に応じて、当協会から送付することも検討して

いきたい。（事務局） 

・ 活性化事業について、開催要項が送付されたが交付額が少額であり、事業を考案することが難

しい。どのような事業ができるか具体案があればいただきたい。（延原委員） 

・ 同事業の対象となる運動部活動改革への対応にあたっては、これまで 2年間実施した各都道府

県における実績等を基に、実施要項に参考例を提示している。また、「情報提供不足、地域まで

情報がおりてこない」という意見があることを踏まえて、説明会を開催する等の参考例を提示した。

具体的な実施内容については、都度事務局レベルで連絡を取りながら進めていただきたい。

（事務局） 

・ 活性化事業の実施例として情報提供。JSPO-ＡＣＰの普及・促進について、市区町村と連携して

講習会を開催し、中学生にも運営補助で携わってもらった。興味を持ってくれた参加者もいたた

め引き続き取り組みたい。（横井委員） 

 

以上、16時 00分閉会。 


